
 
 

 
 

Ⅱ インクルーシブ教育システムをめぐる国の動向と本研究の位置づけ  

 

１．インクルーシブ教育システム構築に向けての国の動き 

 

（１）障害者の権利に関する条約の批准までの経緯 

平成 18 年 12 月に国連総会において採択された「障害者の権利に関する条約」につい

て、我が国は平成 19 年 9 月に署名し、平成 26 年 1 月（同年 2 月発効）に批准した。こ

の間、障害者基本法の改正（平成 23 年）、障害者差別解消法の制定（平成 25 年）など、

障害者に関する一連の国内法の整備を行っている。 

障害者の権利に関する条約が採択されるまでには以下のような経緯がある。 

昭和 50 年に、障害の種別や程度を問わずあらゆる障害のある人を対象とする「障害

者の権利宣言」が、我が国も共同提案国となり採択された。その後、昭和 56 年を「国

際障害者年」とすることが決議され、昭和 57 年には、「障害者に関する世界行動計画」、

「国連障害者の十年」（昭和 58 年～平成 4 年）の宣言が採択された。平成 5 年には、「障

害者の機会均等化に関する標準規則」が採択され、障害者の社会的障壁を取り除くべき

との理念が示された。 

平成 13 年 12 月の国連総会にてメキシコ提案の「障害者の権利及び尊厳を保護・促進

するための包括的総合的な国際条約」決議が採択された。この決議で「アドホック委員

会」を設置することが決められた。アドホック委員会では障害者団体も同席し、発言す

る機会が設けられた。「“Nothing About Us Without Us”（私たちのことを、私たち抜き

に決めないで）」というスローガンのとおり、障害者自身が主体的に関与しようとの意向

の反映であり、障害者のための条約の起草という国際社会の総意の現れでもある。平成

14 年から 8 回にわたるアドホック委員会の会合を経て、平成 18 年 12 月 13 日、障害者

の権利に関する条約が国連総会で採択された。 

本条約は、障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を

促進するため、障害者の権利を実現するための措置等を規定している。本条約の締結に

より、我が国においては、共生社会の実現に向けて、障害者の権利の保障に向けた取組

が一層強化されることとなる。 

第 24 条には教育について、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度（inclusive 

education system）及び生涯学習を確保すること、障害者が障害に基づいて一般的な教

育制度（general education system）から排除されないこと及び障害のある児童が障害

に基づいて無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除されないこと、障害

者が、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会において、障害者を包容

し、質が高く、かつ、無償の初等教育を享受することができること及び中等教育を享受

することができること、個人に必要とされる合理的配慮が提供されることなどが述べら

れている。 
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平成 18 年 12 月   国連総会において採択 

平成 19 年 9 月 28 日 日本国署名 

平成 21 年 12 月    内閣府「障がい者制度改革推進本部」及び「障がい者制度改革 

推進会議」設置 

平成 22 年 6 月 29 日 障害者制度改革の推進のための基本的な方向について(閣議決定) 

          7 月 12 日 文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会に「特別支援教育 

の在り方に関する特別委員会」を設置 

平成 23 年 8 月 5 日  障害者基本法の一部を改正する法律の公布、一部を除き施行 

平成 24 年 5 月 21 日 内閣府「障がい者制度改革推進会議」を廃止し、「障害者政策委員 

会」を設置 

          7 月 23 日  中央教育審議会初等中等教育分科会「共生社会の形成に向けた 

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進 

（報告）」とりまとめ 

平成 25 年 6 月 26 日 障害を理由とする差別に解消の推進に関する法律の公布、 

一部を除き施行 

8 月 26 日 学校教育法施行令の一部を改正する政令が公布、9 月より施行 

12 月 4 日 障害者の権利に関する条約の締結について国会承認 

平成 26 年 1 月 17 日 障害者の権利に関する条約の批准・公布の閣議決定 

          1 月 20 日 障害者の権利に関する条約の批准 

 

（２）中央教育審議会初等中等教育分科会「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教

育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」 

障害者の権利に関する条約の批准に先駆けて、中央教育審議会初等中等教育分科会に

より「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育

の推進（報告）」（以下、初等中等教育分科会報告）が平成 24 年 7 月にまとめられた。

現時点での、我が国におけるインクルーシブ教育システム構築に向けた考え方、取組の

方向性が示されている。共生社会とは、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々

の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。 

本報告では、障害者の権利に関する条約第 24 条を受けて、インクルーシブ教育シス

テムとは、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が一般

的な教育制度から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会

が与えられていること、個人に必要な合理的配慮が提供されること等が必要とされてい

る旨が示されている。そして、共生社会の形成に向けては、障害者の権利に関する条約

に基づくインクルーシブ教育システムの理念が重要であり、その構築のため、特別支援

教育を着実に進めていく必要があるとされている。 

 インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、
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個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時

点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備す

ることが重要である。小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、

特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要で

あることが述べられている。 

また、基本的な方向性としては、障害のある子どもと障害のない子どもが、できるだ

け同じ場で共に学ぶことを目指すべきであるとしながらも、その場合には、それぞれの

子どもが、授業内容がわかり学習活動に参加している実感・達成感を持ちながら、充実

した時間を過ごしつつ、生きる力を身につけていけるかどうかが最も本質的な視点であ

るとし、そのための環境整備が必要であることも述べられている。 

 

（３）学校教育法施行令の改正（教育支援資料） 

「学校教育法施行令の一部改正」により、平成 25 年 9 月から、これまでの学校教育

法施行令第 22 条の 3 に該当する障害のある子どもは、原則、特別支援学校に就学する

という仕組みが改められた。子どもの障害の状態等を踏まえた十分な検討を行った上で、

市町村教育委員会が総合的観点から、小・中学校又は特別支援学校のいずれかに就学さ

せるかを判断・決定する仕組みになった。また、特別支援学校と小・中学校間の「転学」

について、障害の状態のみならず、教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制

の整備状況などについて転学の検討を開始できることとされた。このため、各学校は就

学後も子どもの発達の程度や適応の状況についての情報を整理しておく必要がある。施

行令には、保護者及び専門家からの意見聴取の機会の拡大も示されている。 

 就学先の決定に関しては、本人・保護者への事前の情報提供や、特別な支援が必要な幼

児の把握が必要である。その上で、市町村教育委員会が、子どもの障害の状態、教育上必

要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況、保護者や専門家の意見などを総

合的に勘案して、適切な就学先を決定する。なお、この際、保護者の意見については、可

能な限りその意向を尊重しなければならない。 

 これらの障害のある子どもの就学先決定等については、文部科学省の「教育支援資料」

（平成25年10月）において具体的なモデルプロセス等が解説されている。 
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図Ⅱ－１ 障害のある児童生徒の就学先決定について（文部科学省「教育支援資料」） 

 

 

２．文部科学省モデル事業とデータベースについて 

 

（１） 文部科学省「インクルーシブ教育システム構築事業」 

 インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組として、特別支援教育の専門支援人

材の配置・活用等を推進しつつ、早期からの教育相談・支援体制の充実、幼稚園、小・

中学校、高等学校における合理的配慮の充実に関する調査研究、特別支援学校の機能強

化に関する調査研究等を行うものである。 

 

① 早期からの教育相談・支援体制構築支援事業 

 障害のある子ども一人一人の教育的ニーズに応じた支援を保障する就学先を決定する

ため、早期からの教育相談・支援体制を構築する取組について実践研究を行い、その成

果を普及する。 

平成 25 年度は、20 都道府県及び指定都市に委託。 

 平成 26 年度は、25 都道府県及び指定都市に委託。 
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② インクルーシブ教育システム構築モデル事業 

 インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育を着実に推進していくため、

各学校の設置者及び学校が、障害のある子どもに対して、その状況に応じて提供する「合

理的配慮」の実践事例を収集するとともに、交流及び共同学習の実施や、域内の教育資

源の組合せ（スクールクラスター）を活用した取組の実践研究を行い、その成果を普及

する。学校の状況や地域の実態等に応じて、３つの事業内容がある。 

 ・インクルーシブ教育システム構築モデルスクール 

 各学校の設置者及び学校が、障害のある子どもに対して、その状況に応じて提供する

「合理的配慮」の実践事例を蓄積するとともに、適切な「合理的配慮」のための校内体

制の整備等について実践研究を行う。これらの実践事例や、実践上の成果や課題、課題

の解決策などの普及を図ることにより、「合理的配慮」に関する関係者の共通理解を醸成

していくものである。 

 ・インクルーシブ教育システム構築モデル地域（交流及び共同学習） 

 特別支援学校と幼・小・中・高等学校等（特別支援学校に在籍する児童生徒等が居住

する地域の学校等（以下「居住地校」という。）を含む。）との交流及び共同学習、並び

に小・中学校の特別支援学級と通常の学級との交流及び共同学習の計画的・組織的な実

施について実践研究を行うとともに、これらの交流及び共同学習における「合理的配慮」

の提供について実践事例を蓄積・普及し、もって、全国の学校における交流及び共同学

習の充実、及び児童生徒等一人一人の障害の状態や教育的ニーズに応じた「合理的配慮」

の提供に資するものである。 

 ・インクルーシブ教育システム構築モデル地域（スクールクラスター） 

 スクールクラスターに関して実践研究を行うとともに、スクールクラスターを活用し

た「合理的配慮」の提供について実践事例を蓄積・普及し、もって、スクールクラスタ

ーの取組の充実及び児童生徒等一人一人の状態や教育的ニーズに応じた「合理的配慮」

の提供に資するものである。 

平成 25 年度は、3 つの事業内容を併せて 65 市町村及び学校に委託。 

平成 26 年度は、80 市町村及び学校に委託。 

 

③ 特別支援学校機能強化モデル事業 

 特別支援学校に必要に応じて外部人材の配置・活用を行い、特別支援学校全体として

の専門性を確保するとともに、各特別支援学校の役割分担を地域別や機能別に明確化し、

特別支援学校のセンター的機能を一層強化する。また、視覚障害、聴覚障害、病弱（身

体虚弱を含む。）等の一県当たりの設置している学校数が少ない特別支援学校について、

広域による連携を推進する。 

平成 25 年度は、31 都道府県及び指定都市、大学に委託。 

平成 26 年度は、38 都道府県及び指定都市、大学に委託。 
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（２）インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） 

 

平成 26 年７月、文部科学省のインクルーシブ教育システム構築モデル事業で得られ

た、「合理的配慮」の実践事例をまとめたデータベース（インクルＤＢ）を国立特別支援

教育総合研究所ウェブサイトにて公表した。 

本サイトには、大きく２つのコンテンツがある。『「合理的配慮」実践事例データベー

ス』は、文部科学省「インクルーシブ教育システム構築モデル事業」において取り組ま

れている実践事例について検索するシステム（データベース）である。また、『関連情報』

では、インクルーシブ教育システム構築に関連する様々な情報を掲載している。 

①「合理的配慮」実践事例データベース 

 ②－１インクルーシブ教育システムについての基礎的情報 

  ・障害者の権利に関する条約への対応（これまでの経緯） 

  ・関連法令、施策 

  ・関係用語の解説 

 ②－２インクルーシブ教育システム構築に関するＱ＆Ａ 

  ・基本的な考え方 

  ・学校・地方公共団体向け 

  ・保護者向け 

 ②－３その他 

  ・障害のある子どもの就学に関する手続き 

  ・早期からの教育相談・支援体制構築事業 成果報告書（概要） 

  ・インクルーシブ教育システム構築に関する研究成果 

  ・障害のある子どもの教材・支援機器等に関する情報 

  ・諸外国における障害のある子どもの教育に関する情報 

  ・文部科学省による実施事業の情報  

  

「インクルーシブ教育システム構築支援データベース」（インクルＤＢ）

http://inclusive.nise.go.jp/ 

 

３．インクルーシブ教育システム構築のための体制づくりに必要な視点 

 

 初等中等教育分科会報告（2012）では、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育

システムの構築のための特別支援教育の推進の内容が以下のように整理されている。

「１．共生社会の形成に向けて」以下、具体的な内容として、「２．就学相談・就学先

決定の在り方について」、「３．障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合

理的配慮及びその基礎となる環境整備」、「４．多様な学びの場の整備と学校間連携等
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の推進」、「５．特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等」の４つが示

されている。先行研究では、これらのうち「教職員の専門性向上等」と「合理的配慮及

びその基礎となる環境整備」に関する研究を行ってきた。さらに本研究では、これらの

内容も踏まえ、「就学相談・就学先決定の在り方」や「多様な学びの場の整備、学校間

連携の推進」に関する内容も含めた地域の体制づくりについてまとめていくことになる。 

 初等中等教育分科会報告（2012）の内容の中から、以下に挙げた特にインクルーシブ

教育システム構築のための体制づくりに必要な視点を参考にして、モデル事業地域の具

体的な実践事例を通して、体制づくりに重視すべき内容について検討を行った。 

 

（１）合理的配慮とその基礎となる環境整備について 

 

①「合理的配慮」の決定と提供 

 「障害者の権利に関する条約」第 2 条の定義において、「合理的配慮」は以下のよう

に示されている。「合理的配慮」とは、「障害者が他の者と平等にすべての人権及び基

本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整で

あって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の

負担を課さないものをいう」とされている。なお、「負担」については、「変更及び調

整」を行う主体に課される負担を指している。 

 「合理的配慮」の決定・提供に当たっては、各学校の設置者及び学校が体制面、財政

面をも勘案し、「均衡を失した」又は「過度の」負担について、個別に判断することと

なる。各学校の設置者及び学校は、障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶと

いうインクルーシブ教育システムの構築に向けた取組として、「合理的配慮」の提供が

必要になる。その際、現在必要とされている「合理的配慮」は何か、何を優先して提供

する必要があるかなどについて、十分検討する必要がある。 

 合理的配慮は一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定されるものであり、

設置者・学校と本人・保護者により、発達の段階を考慮しつつ、観点を踏まえ、可能な

限り合意形成を図った上で決定し、提供されることが望まれる。合理的配慮は発達の程

度や適応の状態等によっても変わり得るものであり、柔軟に見直しを図る必要があり、

子どもに十分な教育が受けられるように合理的配慮が提供できているかという観点から

評価することが重要になる。例えば、個別の教育支援計画、個別の指導計画に基づき実

行した結果を評価して定期的に見直していくことなどが求められる。 

 「合理的配慮」については、個別の状況に応じて提供されるものであり、これを具体的

かつ網羅的に記述することは困難なことから、初等中等教育分科会報告（2012）では、「合

理的配慮」を提供するに当たっての観点を類型化するとともに、観点ごとに、各障害種に

応じた「合理的配慮」を例示するという構成で整理している。報告に示されている観点は、

あくまで例示であり、これ以外は「合理的配慮」として提供する必要がないというもので
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はなく、「合理的配慮」は、一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定される

ものであることに留意が必要である。 

 

②「合理的配慮」の基礎となる環境整備 

 障害のある子どもに対する支援については、法令に基づき又は財政措置により、国は全

国規模で、都道府県は各都道府県内で、市町村は各市町村内で、教育環境の整備をそれぞ

れ行うことになる。これらは、「合理的配慮」の基礎となる環境整備であり、それを「基

礎的環境整備」とする。これらの環境整備は、その整備の状況により異なることになるが、

これらを基に、設置者及び学校が各学校において、障害のある子どもに対し、その状況に

応じて、「合理的配慮」を提供することになる。 

 「合理的配慮」の充実を図る上で、「基礎的環境整備」の充実は欠かせないものである。

そのため、必要な財源を確保し、国、都道府県、市町村は、インクルーシブ教育システム

の構築に向けた取組として、「基礎的環境整備」の充実を図っていく必要がある。なお、

「基礎的環境整備」についても、「合理的配慮」と同様に、体制面、財政面を勘案し、均

衡を失した又は過度の負担を課さないよう留意する必要がある。また、「合理的配慮」は、

「基礎的環境整備」を基に個別に決定されるものであり、それぞれの学校における「基礎

的環境整備」の状況により、提供される「合理的配慮」は異なることも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ−２ 新しい概念「合理的配慮」（文部科学省説明資料） 
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図Ⅱ−３ 合理的配慮の観点毎の障害種別の例示配慮 

 

（２）早期からの一貫した支援体制と就学相談 

 

① 一貫した支援体制の構築 

 市町村の教育委員会は、医療、保健、福祉、労働等の関係機関と連携を図りつつ、乳幼

児期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備を進めることが重要である。早期

からの一貫した支援のためには、障害のある子どもの成長記録や必要な支援の内容に関す

る情報について、本人・保護者の了解を得た上で、その扱いに留意しつつ、必要に応じて

関係機関が共有し活用していくことが求められる。 

 市町村の教育委員会においては、幼稚園・認定こども園・保育所において作成された

個別の指導計画や個別の教育支援計画等を有効に活用しつつ、適宜資料の追加等を行っ

た上で、障害のある児童生徒等に関する情報を一元化し、市町村における「個別の教育

支援計画」「相談支援ファイル」等として小・中学校等へ引き継ぐ等の取組を進めてい

くようにする必要がある。 
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② 早期からの教育相談・支援 

 子ども一人一人の教育的ニーズに応じた支援を保障するためには、乳幼児期を含め早

期からの教育相談や就学相談を行うことにより、本人・保護者に十分な情報を提供する

とともに、幼稚園等において、保護者を含め関係者が教育的ニーズと必要な支援につい

て共通理解を深め、保護者の障害受容、その後の円滑な支援につなげていくことが求め

られる。また、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が、教育的ニーズと必要な支

援について合意形成を図っていくことが重要になる。 

 早期からの教育相談には、子どもの障害の受容にかかわる保護者への支援、保護者が

障害のある子どもとの関わり方を学ぶことにより良好な親子関係を形成するための支援、

乳幼児の発達を促すような関わり方についての支援、障害による困難の改善に関する保

護者の理解への支援、特別支援教育に関する情報提供等の目的や意義がある。 

 早期からの教育相談を行うに当たっては、我が子の障害に戸惑いを感じ、就学先決定

に対して不安を抱いている保護者の気持ちを十分に汲み取り、安心して相談を受けられ

るよう工夫をするなど、保護者の気持ちを大切にした教育相談を行うことが重要である。 

 

（３）多様な学びの場の整備と学校間連携の推進 

 

① 多様な学びの場の整備 

 多様な学びの場として、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校

それぞれの場において環境整備の充実を図っていく必要がある。通常の学級においては、

少人数学級の実現に向けた取組や複数教員による指導など指導方法の工夫や改善が望ま

れる。少人数制の学級である特別支援学級の指導方法の工夫や改善等もインクルーシブ

教育システム構築に向けて検討していく必要がある。また、通級による指導は、他校通

級による児童生徒の移動の負担等を軽減するため、自校で通級による指導が受けられる

仕組みを考えることも必要である。 

 多様な子どものニーズに的確に応えていくには、教員だけでなく、特別支援教育支援

員の充実、さらには、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ST（言語

聴覚士）、OT（作業療法士）、PT（理学療法士）等の専門家の活用による支援の充実も

考えられる。医療的ケアの観点からの看護師等の専門家についても、必要に応じて確保

していく必要がある。 

 

② 学校間連携の推進 

 域内の教育資源の組合せ（スクールクラスター）により、各地域におけるインクルー

シブ教育システムを構築することが重要である。特別支援学校は、小・中学校等の教員

への支援機能、特別支援教育に関する相談・情報提供機能、障害のある児童生徒等への

指導・支援機能、関係機関等との連絡・調整機能、小・中学校等の教員に対する研修協
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力機能、障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能などのセンター的機能を有し

ている。今後、域内の教育資源の組合せ（スクールクラスター）の中でコーディネータ

ー機能を発揮することが求められる。このため、域内の教育資源の組合せ（スクールク

ラスター）や特別支援学校のセンター的機を効果的に発揮するための特別支援学校ネッ

トワークを構築する必要がある。 

 特別支援学校と幼・小・中・高等学校等との間で行われる交流及び共同学習は、特別

支援学校や特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒等にとっても、障害のない児童

生徒等にとっても、共生社会の形成に向けて、経験を広め、社会性を養い、豊かな人間

性を育てる上で大きな意義をもっている。各学校において、ねらいを明確にし、教育課

程に位置づけたり、年間指導計画を作成したりするなど計画的・組織的な推進が必要で

ある。 

 各学校が単体で、個別の教育的ニーズに十分に応えることは難しいことから、学校間

連携や専門的な人材活用など、域内の教育資源を様々に組み合わせることにより、地域

の教育の充実を図っていくことが望まれる。 

 特別支援教育の体制整備において、外部の専門家等の活用は推進されてきているが、

活用の仕方等について、学校間や地域間でまだばらつきが見られる。スクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカー、ST（言語聴覚士）、OT（作業療法士）、PT（理学

療法士）等の専門家の積極的な活用や特別支援学校のセンター的機能の一層の充実に向

け、国、都道府県、市町村において、人材育成も含めた、専門家・専門機関の支援ネッ

トワークについて、階層構造の整備を考えていく必要がある。 

 
図Ⅱ−４ 日本の義務教育段階の多様な学びの場の連続性 

日本の義務教育段階の

多様な学びの場の連続性

自宅・病院における訪問学級

特別支援学校

特別支援学級

通級による指導

専門的スタッフを配置して通常の学級

専門家の助言を受けながら通常の学級

ほとんどの問題を通常の学級で対応

同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある児童生徒に対し
て、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組み
を整備することが重要である。小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援
学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要。
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図Ⅱ−５ 域内の教育資源の組合せ（スクースクラスター）のイメージ 

 

（４）教職員の専門性向上 

 

 インクルーシブ教育システム構築のためには、すべての教員において特別支援教育、

発達障害に関する一定の知識・技能の習得が必須となる。今後は、教員養成段階で特別

支援教育を必修にし、新採用教員は基本的な知識を身につけた上で教職につくことが望

まれる。現職教員については、研修の受講等により基礎的な知識・技能の向上を図る必

要がある。 

 専門性にはすべての教員に共通の専門性と職種による専門性がある。すべての教員が

身につけておくべき専門性の確保と、職種により異なる専門性の向上に取り組む必要が

ある。多様な学びの場の連続性を考えると、特別支援学校や特別支援学級、通級による

指導の担当教員においても、通常の学級における教育についての基本的な知識・技能を

身につけておくことは重要である。すべての教員が多岐にわたる専門性を身につけるこ

とは困難なことから、必要に応じて、外部人材の活用も行い、学校全体としての専門性

を確保していくことも必要である。学校全体としての専門性を確保していく上では、校
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長等の管理職のリーダーシップは欠かせない。また、各学校を支援する教育委員会の指

導主事等の役割も大きい。校長等の管理職や教育委員会の指導主事等を対象とした研修

も積極的に実施していく必要がある。 

 

４．本研究の位置づけ 

 

 インクルーシブ教育システム構築のための体制づくりにおいては、教職員をはじめ学

校や地域における教育の専門性が、継続的に獲得、発揮されるために、教育委員会にも

支えられた学校等における組織的な取組が必要であり、また、地域における様々な関係

機関や人との連携、協働等を含む組織運営を進める体制づくりが重要になる。 

 本研究では、初等中等教育分科会報告（2012）に示された「就学相談・就学先決定の

在り方について」、「障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及

びその基礎となる環境整備」、「多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進」、「特

別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等」の４つ内容を、インクルーシブ

教育システム構築のための体制づくりに必要な視点としておさえ研究を進めた。 

 平成23〜24年度の２つの研究、「インクルーシブ教育システムにおける教育の専門性

と研修カリキュラムの開発に関する研究」及び、「インクル―シブ教育システム構築に

向けた特別な支援を必要とする児童生徒への配慮や特別な指導に関する研究」では、４

つの内容のうち、「教職員の専門性向上等」と「合理的配慮及びその基礎となる環境整

備」に関する研究を行った。 

 本研究では、これらの研究成果も踏まえた上で、「就学相談・就学先決定の在り方」、

「多様な学びの場の整備、学校間連携の推進」に関する内容も含めた地域（市町村）の

体制づくりの在り方について検討しまとめた。具体的には、特別な教育的ニーズのある

子どもに対する合理的配慮がその基礎となる環境整備のもとで効果的に実施されるた

めに、地域（市町村）における体制づくりに必要かつ重視すべき内容について、地域（市

町村）の実践事例とともにまとめた。 

 なお、本研究は当研究所における平成 23～27 年度まで 5 年間の中期特定研究の 3～4

年目の研究に当たり、平成 27 年度に 5 年間の研究のまとめとして「インクルーシブ教

育システム構築のための体制づくりのガイドライン（試案）」を作成する予定である。 
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